
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

平林地域まちづくり協議会 

令和５年度通常総会議案書 
～自然と文化、ひとがかがやく支えあいの平林～ 
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第１号議案 

 

 

 

令和４年度事業報告及び収支決算の承認について 

 

 

 

令和４年度事業報告及び収支決算について、監査報告書を付して別紙のとおり 

承認を求めます。 

 

 

 

令和５年４月３日 提出   

平林地域まちづくり協議会 会長 小池 利也 

 

 

 



□　令和４年度　活動報告

内容 出席人数

R4.4.4 (月)
R3年度事業報告及び収支決算、R4年度事業計画案
及び収支予算案、平林地域集落活性化支援要項案
の承認について　他

-

第1回 R4.5.23 (月)
R4年度スケジュール案について、地域交流事業案
について　ほか

13

第2回 R4.7.25 (月)
神林地区中学生以上全住民アンケートの実施、市
民厚生常任委員会との懇談会、地域交流事業案に
ついて

11

第3回 R4.12.12 (月)
地域課題解決の取組について、集落活動支援事
業、元気づくり応援事業について

12

第4回 R5.2.20 (月)
集落活動支援事業、元気づくり応援事業、令和５
年度通常総会の取り扱い方法について　ほか

13

第5回 R5.3.20 (月)
R4年度事業報告、決算見込、R5年度事業計画案、
収支予算案について　ほか

16

R5.3.6 (月)
R4年度事業報告、決算見込、R5年度事業計画案、
収支予算案について　ほか

2

R4.4.29 （金） 荒川沿線集落の協力のもと環境整備を実施 300

R4.7.23 （土） 平林地域区長会要望事項について（会長出席） 1

R4.4.27 （水）
座長の選任、関係人口創出事業実行委員会役員の
選出、神林地区敬老会実行委員の選出について

6

R4.7.13 （水）
市民厚生常任委員会との懇談会について、中学生
以上全住民アンケートについて　ほか

7

R4.10.26 （水）
市民厚生常任委員会との懇談会の事前打ち合わせ
について

7

R4.11.7 （月） 市民厚生常任委員会との意見交換について 19

R4.12.21 （水）
研修会について、神林中学校との連携事業（支援
事業）について、小岩内集落支援について　ほか

7

R5.1.26 （水） 小型発電機及びガソリン携行缶を謹呈 3

R5.3.13 （月）
関係人口創出事業実行委員会委員の選出につい
て、運営委員合同研修会の内容について　ほか

R4.4.18 （月）
R3年度の事業報告及び収支決算について、R4年度
事業計画案及び予算案について　ほか

8

R4.5.10 （金）
組織再編案について、実行委員会設置要綱案の一
部改正について

14

R4.5.10 （金）
令和4年度事業計画案及び予算案について、地域づ
くり活動サポート事業実施要項案について　他

13

R4.6.30 （木）
ハロウィンかぼちゃ栽培協力について、地域づく
り活動サポート事業申請団体の審査について

8

R4.9.15 （木） ハロウィン＆かかし祭りについて 10

R4.10.6 （木） イベント内容及びアンケート内容について協議 9

R4.10.20 （木） イベント内容及びアンケート内容について協議 10

R4.10.29,30 （土･日） 道の駅神林でイベントを開催 -

R4.12.13 （火）
事業振り返り、来年度事業の方向性、アンケート
抽選方法について

11

R5.2.24 （金）
地域づくり活動サポート事業実績報告、来年度事
業、予算案について協議　ほか

3

運営委員会

正副会長打合せ会

第1回　神林地区まちづくり協議
会連絡会議

市民厚生常任委員会との懇談会

第3回　神林地区まちづくり協議
会連絡会議

第4回　神林地区まちづくり協議
会連絡会議

第3回　実行委員会

第2回　実行委員会（新体制）

第4回　実行委員会

第1回　専門部会

開催日

第2回　神林地区まちづくり協議
会連絡会議

関係人口創出事業
　第1回　役員・部会長会議

第1回　実行委員会

平林地区区長との懇談会

項　目

通常総会（書面議決）

荒川クリーン作戦

小岩内集落へ支援品引き渡し式

第5回　神林地区まちづくり協議
会連絡会議

ハロウィン＆かかし祭り

第2回　専門部会

第5回　実行委員会

実行委員会役員会

- 2 - 



□　令和４年度　活動報告

内容 出席人数開催日項　目

R5.3.7 （火）
地域づくり活動サポート事業実績報告、来年度事
業、予算案について　ほか

10

R4.5.19 （木）
かみはやしささえあいの日啓発活動、老人クラブ
とのワークショップ計画案、ささえあいカタログ
Vol.4について　ほか

8

R4.7.28 （木）
かみはやしささえあいの日啓発活動、老人クラブ
とのワークショップ計画案について　ほか

6

R4.11.9・16 （水） 老人クラブとのワークショップ開催（2日間） 94

R4.12.1 （木）
かみはやしささえあいの日啓発活動、老人クラブ
とのワークショップについて ほか

14

R5.2.9 （木）
「ささえあいカタログVol.4」の校正、次年度事業
計画案について

16

R5.3.14 （火）
神林地区活動報告（ささえあいカレンダー、老人
クラブとのＷＣ、ささえあいの日啓発活動　他）

-

広報 R4.6.15 （水） 関係人口創出事業＃うぇるかみing 第６号発行

R4.10.15 （土） 関係人口創出事業＃うぇるかみing 第７号発行

R5.1.15 （日） 関係人口創出事業＃うぇるかみing 第８号発行

R4.6.15 （水） まちづくり新聞平林地域版第20号発行

R5.3.31 （金） まちづくり新聞神林地区版第14号発行

随時 - ホームページ、Facebookページの更新

豪雨災害で被害が多かった小岩内集落へ岸田総理が現地視察した際の写真（令和４年９月５日撮影）

（まちづくり協議会関係）

第1回　かみはやし互近所ささえ
～る隊会議

村上市互近所ささえ～る隊会議
合同研修会

第3回　かみはやし互近所ささえ
～る隊会議

（関係人口創出事業実行委員会）

第4回　かみはやし互近所ささえ
～る隊会議

老人クラブとのワークショップ

第2回　かみはやし互近所ささえ
～る隊会議

第6回　実行委員会
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□　集落活動支援事業　報告

集　落 松　沢 事業名

実施日･期間 参加者数 人

総事業経費 交付金額 円

事業内容

事業効果

7月10日～12月9日 57

先人より活用されてきたアカマツ・オオバクロモジ・チマキザサ・ナンテン・ユキツ
バキをマエモとふうぼう餅に敷き込み真空し防腐効果を確認することにより、植
物の和名や効能を知ることができた。また多くの活用できる植物が区内にあるこ
とを学び有意義な取り組みとなった。

区内植物を活用し特産品を長期保存する事業

70,35085,615円

防腐効果のある植物を採取・乾燥し、また植物を素人有識者に依頼し学習会を
実施した。その後マエモとふうぼう餅をつくり、乾燥植物を敷き込み真空パックし
製品を作成した。

事業の様子
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□　集落活動支援事業　報告

集　落 平林 事業名

実施日･期間 参加者数 人

総事業経費 交付金額 円

事業内容

事業効果

作業風景

コロナ禍ではあるが、道路整備、草刈り等を行い快適により安全に不動滝ハイキングを
楽しんで足を運んでくれる人が増えている。

史跡整備事業

4月1日～11月末 50

80,885円 52,800

登山者に快適に危険なく楽しんでいただけるよう、役員と賛同者とで年に数回登山道の
整備を実施。※8月に発生した豪雨災害後は状況確認のみ
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□　元気づくり応援事業　報告

集　落 松　沢 事業名

実施日･期間 参加者数 人

総事業経費 交付金額 円

事業内容

事業効果

活動写真

木道整備等のおかげで豪雨災害も減災されたものと思う。また散策道整備は散
策者を増やすとともに野鳥・植物・水棲動物の観察学習会も実施するようにし、
緑豊かな里山「松沢湿原」を区内外に発信していくことができる。

パインバレー湿原活用地域活性化事業

5月22日～11月6日 103

139,534円 100,000

木道整備、散策道整備、名板の設置、支障木の伐採、野鳥・植物・水棲動物の
観察学習会などを行った。
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□　元気づくり応援事業　報告

集　落 葛籠山 事業名

購入日 参加者数 人

総事業経費 交付金額 円

事業内容

事業効果

高座椅子購入品

集落活動の参加拡大が期待できる。

高座椅子購入

令和５年３月４日（土） -

34,500円 17,250

足腰の悪い方も多くいるため、集落の集まりに参加できる仕組みをつくる。
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□　元気づくり応援事業　報告

集　落 平林 事業名

実施日･期間 参加者数 人

総事業経費 交付金額 円

事業内容

事業効果

ライトアップ

イルミネーション飾りつけ作業風景

平林集落の住民が一堂に会し、1つの目標に集結できる機会であり、平林集落の年末
の風物となりつつある。

イルミネーション事業

11月27日～R5年1月7日 80

76,869円 76,869

百年会（老人クラブ）、PTA会員、児童等と集落役員で楽しくイルミネーションの飾りつけ
を行った。
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□　集落課題解決への取組事業　報告

集　落 松　沢 開催場所

実施日 参集者 11人

検討した課題

取組内容

会　議　写　真

令和４年９月17日（土）
区協議員、まちづくり委
員、他団体

１．パインバレー湿原で野鳥・植物・水生動物の観察会等を行う。
２．小中学生にも参加していただき実施することとした。
３．豪雨災害によりイベントを中止した事業もあるが、出来ることはやっていくこと
を確認した。

松沢多目的センター

１．11月6日予定のまちづくり事業について
２．総合防災訓練実施内容及び協力について
３．その他
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令和４年度事業等活動記録

神林中学校連携事業 防音キャップ代：14,258円

　場所　神林中学校

事業費：66,220円

地域交流事業（卓上コンロ及びカセットガスを７集落へ配布）

　場所　平林小学校 （砂山まち協と経費按分） 卒業生花代　ほか　　　10,390円　

　令和５年３月８日（水）

平林小学校連携事業 卒業生祝品タンブラー　34,485円

　令和５年１月26日（木）

　令和５年３月23日（木）

- 10 -



【他団体】

小岩内集落支援事業（神林地区まちづくり協議会連携事業）

　場所　小岩内応急仮設住宅集会所 小型発電機及びガソリン携行缶　１まち協：38,560円

神林地区互近所ささえ～る隊の取り組み

　令和５年１月26日（木）
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【他団体】

神林地区関係人口創出事業実行委員会の取り組み 負担金：１まち協　100,000円
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収　入 （単位:円）

当初予算額 補正額 補正後予算額 決算額 比　較 説　　　明

１　地域まちづくり交付金 1,739,000 ▲ 489,000 1,250,000 1,250,000 0 地域まちづくり交付金

２　繰越金 132,605 0 132,605 132,605 0 前年度繰越金

３　諸収入 395 0 395 23,135 ▲ 22,740 元気づくり応援事業誤送金戻入分、預金利息

1,872,000 ▲ 489,000 1,383,000 1,405,740 ▲ 22,740

支　出

当初予算額 流用額 流用後予算額 決算額 比　較 説　　　明

１　地域振興費 140,000 0 140,000 66,220 73,780

1　地域交流事業 140,000 140,000 66,220 73,780
コロナ禍により事業中止、卓上コンロ及
びカセットガス購入代66,220円

２　研修費 100,000 0 100,000 15,210 84,790

1　研修事業 100,000 0 100,000 15,210 84,790
集落課題解決_話し合いの場（松沢区）
1,210円、防災シンポジウム参加集落お
茶代14,000円

３　地域コミュニティ支援経費 1,080,000 ▲ 517,560 562,440 516,300 46,140

1　集落活動支援事業 289,000 ▲ 152,460 136,540 123,150 13,390 （松沢区）70,350円 、（平林区）52,800円

2　元気づくり応援事業 515,000 ▲ 265,000 250,000 217,250 32,750
（松沢区）100,000円 、（葛籠山区）
17,250円、（平林区）100,000円

3　関係人口創出・拡大事業 100,000 0 100,000 100,000 0 関係人口創出事業実行委員会負担金

4　住民アンケート事業 176,000 ▲ 100,100 75,900 75,900 0 中学生以上全住民アンケート委託料

４　安全安心暮らし応援対策経費 60,000 0 60,000 59,383 617

1　暮らしと学び応援対策事業 60,000 60,000 59,383 617
平林小卒業生用記念品代34,485円、花
代4,900円　神林中学校防音キャップ代
14,248円ほか※神林地区５まち協按分

５　健康・福祉増進経費 15,000 0 15,000 15,000 0

1　ささえあい地域づくり事業 15,000 0 15,000 15,000 0 ささえあいカレンダー作成費負担分

６　環境保全・改善経費 10,000 28,560 38,560 38,560 0

1　環境整備事業 10,000 28,560 38,560 38,560 0
小岩内集落支援（小型発電機、ガソリン
携行缶）※神林地区５まち協按分

７　組織運営経費 448,000 0 448,000 418,906 29,094

1　役員報償費 262,000 0 262,000 262,000 0

会長    　 32,000円×1
副会長　  22,000円×1
運営委員 17,000円×12
監事　　　　2,000円×2　 計　262,000円

2　費用弁償 20,000 ▲ 13,074 6,926 5,000 1,926 他団体主催会議（正副会長）

3　会議費 30,000 30,000 21,093 8,907
会場借り上げ料1,500×7回=10,500円
会議お茶代10,593円

4　消耗品費 35,000 13,074 48,074 48,074 0 コピー用紙、事務用品等、封筒　他

5　印刷製本費 60,000 0 60,000 55,094 4,906
まちづくり新聞（地域版19,800円、地区
版35,294円）

6　口座振替手数料 1,000 0 1,000 605 395 口座振替手数料　55円×11件

7　郵便料 40,000 0 40,000 27,040 12,960
切手代84円×200枚、140円×66枚、250
円×4枚

８　予備費 19,000 0 19,000 0 19,000

1,872,000 ▲ 489,000 1,383,000 1,129,579 253,421

収入額合計 支出額合計 次年度繰越額

1,405,740 － 1,129,579 ＝ 276,161

令和4年度　平林地域まちづくり協議会　収支決算

区　　　分

合　　　計

区　　　分

合　　　計
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令和4年度　監査報告書

　規約第19条第1項の規定に基づき監査を実施したので、その結果を同条第2項の規

定により次のとおり報告します。

第1　監査の対象

　令和4年4月1Nから令和5年3月31日までの会計年度を監査の対象とした。

第2　監査方法

　事業報告書、収支決算書、通帳及び出納簿について、事務局が管理する証拠書類と

照合するとともに、説明を聴取して監査した。

第3　監査期日

　令和5年4月1日

第4　監査の結果

　監査に付された事業報告書、収支決算書、通帳、出納簿及びその他添付書類につい

て照合した結果、いずれも適正に処理されていると認めた。

令和5年4月1日

平林地域まちづくり協議会

　　　会長　小池利也　様

監事げ繊予已癒
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第２号議案 

 

 

 

令和５年度事業計画（案）及び収支予算（案）の承認について 

 

 

 

令和５年度事業計画（案）及び収支予算（案）について、別紙のとおり承認を 

求めます。 

 

 

令和５年４月３日 提出   

平林地域まちづくり協議会 会長 小池 利也 
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ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）における17のゴール 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平林地域ＳＤＧｓの方向性】 

【地方創生ＳＤＧｓ】 

地方創生は、少子高齢化に歯止めをかけ、地域の人口減少と地域経済の縮小を克服し、将

来にわたって成長力を確保することを目指しています。地方が将来にわたって成長力を確保

するには、人々が安心して暮らせるような、持続可能なまちづくりと地域活性化が重要です。

特に、急速な人口減少が進む地域では、くらしの基盤の維持・再生を図ることが必要です。 

 持続可能なまちづくりや地域活性化に向けて取組を推進するに当たっては、ＳＤＧｓの理

念に沿って進めることにより、政策全体の全体最適化、地域課題解決の加速化という相乗効

果が期待でき、地方創生の取組の一層の充実・深化につなげることができるため、ＳＤＧｓ

を原動力とした地方創生を推進します。 

 ＳＤＧｓにおいては、１７のゴール、１６９のターゲットが設定されるとともに、進捗状

況を測るための約２３０の指標（達成度を測定するための評価尺度）が提示されています。

これらを活用することにより、行政、民間事業者、市民等の異なるステークホルダー間で地

方創生に向けた共通言語を持つことが可能となり、政策目標の理解が進展し、自治体業務の

合理的な連携の促進が可能となります。これらによって、地方創生の課題解決を一層促進す

ることが期待されます。 

（出典：内閣府ＨＰ） 
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❏令和５年度事業計画（案）  

区  分 事業名、取組項目 
実施 

時期 
対 象 取 組 内 容 備 考 

 
 
 
 
 
１ 地 域
の 課 題
解決、地
域 振 興
及 び 住
民 交 流 
 

（1）地域交流事業                  

 

交流事業の実施 
４月～
11 月 

全世帯 
地域内の親睦と交流を図るため、コロナ
禍でも工夫を凝らして交流事業を実施す
る。 

 

（2）地域の課題解決のための基盤整備と人材育成        

ま 

まちづくり研修
会の実施 

通年 全住民 

・地域住民を対象とした研修会などを開
催し、まちづくり活動のあり方や取り
組みを学ぶ。 

・地域の課題解決や活性化に向けた話し
合いの場づくりに取り組む。 

 

（3）地域コミュニティ支援事業           

 

地域コミュニテ
ィを支援する 

通年 集落 

集落の課題解決や活性化を図ることを目

的として、集落事業に対して支援を行う。 

【集落活動支援事業】 

・松 沢:区内植物を活用し特産品を 

作成事業 

・湯ノ沢:観桜会事業 

・平 林:スマートフォン講習事業 

・宿 田:観桜会事業 

 

活力ある元気集落づくりに意欲的に取
り組む集落及び団体に対して支援する
ことを目的とした事業（手上げ方式に
よる）※備品購入の場合は購入商品の
表示価格（千円未満切り捨て）２分の
１の額とする。 
【元気づくり応援事業】 
・松 沢:パインバレーでの春夏秋の 

青空教室開催事業 
・小岩内:いきいき人生、笑いと健康講演 

会事業 
・川 部:集落交流会事業・高座椅子 

購入事業 
・湯ノ沢:集落運動会事業 
・葛籠山:集落交流事業 
・平 林:イルミネーション事業 
・宿 田:伝統文化継承事業 
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区  分 事業名、取組項目 
実施 

時期 
対 象 取 組 内 容 備 考 

１ 地 域
の 課 題
解決、地
域 振 興
及 び 住
民交流 

（3）地域コミュニティ支援事業            

 

地域コミュニテ

ィ支援 

通年 全住民 

道の駅「神林」を拠点に関係人口（ファン）

創出・拡大に努めるため、集落との繋ぐ仕

組みを検討し取り組む。（神林地区関係人

口実行委員会で実施） 

 

６月～

12月 

中学生
以上の
住民 

平成29年度に実施して５年を経過し、社

会情勢も変化していることから、中学生

以上の住民からアンケート調査を実施。 

※令和４年度豪雨災害により中止 

 

（4）安全安心暮らし応援対策事業 

 
暮らしと学び 

応援対策事業 

通年 全住民 

安心安全に暮らしていくために災害時に

おける避難対応について、老人クラブ、

学校、ＰＴＡ、自主防災組織等と連携し

て活動に取り組む。 

 

通年 全住民 

平林小学校と連携して、地域住民との交

流の機会を増やし、子ども達とのふれあ

いを大切にする。 

 

通年 全住民 
コミュニティスクールを通し神林中学校

への協力を行う。 
 

２ 健 康
及 び 福
祉 の 増
進 

（1）ささえあいの地域づくり事業           

 
ささえあいの 

地域づくり事業 
通年 全住民 

神林地区生活支援協議体※と連携して、
支え合いの地域づくりを推進する。 
※神林地区生活支援協議体とは、高齢者
が住み慣れた地域で生活できるよう支
援する仕組みづくりを目的とした組織。 

 

３ 環 境
の 保 全
及 び 改
善 

（1）環境整備事業                  

 

環境整備事業 通年 

全住民 
災害の爪痕として残ったゴミなどを荒川
クリーン作戦や地域全体で環境整備に取
り組み 

 

全住民 

新たな魅力を探し活用するため地域資源
宝の発掘に取り組み、SNS(ソーシャル・
ネットワーキング・サービス)等を活用し
広く発信する。 

 



収　入 （単位:円）

本年度 前年度 比　較 説　　　明

１　地域まちづくり交付金 1,742,000 1,739,000 3,000 地域まちづくり交付金

２　繰越金 276,161 132,605 143,556 前年度繰越金

３　諸収入 839 395 444 利息等

2,019,000 1,872,000 147,000

支　出 （単位:円）

本年度 前年度 比　較 説　　　明

１　地域振興経費 200,000 140,000 60,000

1　地域交流事業 200,000 140,000 60,000 地域交流イベント

２　研修費 100,000 100,000 0

1　研修等推進事業 100,000 100,000 0
一般研修、課題解決に向けた話し合い
の場づくり、運営委員合同研修会

３　地域コミュニティ支援経費 1,098,000 1,080,000 18,000

1　集落活動支援事業 243,000 289,000 ▲ 46,000 申請に基づく集落の事業を支援

2　元気づくり応援事業 649,000 515,000 134,000
手上げ方式による集落を応援する事業
支援

3　関係人口創出・拡大事業 100,000 100,000 0 関係人口創出事業実行委員会負担金

4　住民アンケート事業 106,000 176,000 ▲ 70,000 中学生以上全員住民アンケート

４　安全安心暮らし応援対策経費 100,000 60,000 40,000

1　暮らしと学び応援対策事業 100,000 60,000 40,000
小・中学校との連携80,000円、地域防災
研修の実施20,000円

５　健康・福祉増進経費 15,000 15,000 0

1　ささえあい地域づくり事業 15,000 15,000 0 ささえあいの地域づくり、敬老会参画

６　環境保全経費 15,000 10,000 5,000

1　環境整備事業 15,000 10,000 5,000 荒川クリーン作戦　ほか

７　組織運営経費 473,000 448,000 25,000

1　役員報償費 262,000 262,000 0

会長    　 32,000円×1
副会長　  22,000円×1
運営委員 17,000円×12
監事　　　　2,000円×2
計　　　　262,000円

2　費用弁償 20,000 20,000 0 費用弁償1,000円×20人

3　会議費 30,000 30,000 0 会場借上料1,500円×10回、お茶代等

4　消耗品費 50,000 35,000 15,000 コピー用紙、事務用品等

5　印刷製本費 60,000 60,000 0 まちづくり新聞（地域版・地区版）

6　口座振替手数料 1,000 1,000 0 口座振替手数料

7　郵便料 50,000 40,000 10,000 郵便料

８　予備費 18,000 19,000 ▲ 1,000

2,019,000 1,872,000 147,000

※　区分の予算支出に不足が生じた場合は、他の区分から流用することができるものとする。

令和５年度　平林地域まちづくり協議会収支予算（案）

区　　　分

合　　　計

区　　　分

合　　　計
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第３号議案 

 

 

 

平林地域まちづくり協議会役員の承認について 

 

 

 

平林地域まちづくり協議会役員について、次のとおり変更がありましたので、承

認を求めます。 

 

 

 

令和５年４月３日 提出   

平林地域まちづくり協議会 会長 小池 利也 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

役 職 新任者 前任者 

監 事 

遠 山 さ や か 髙 橋 香 奈 

遠 山 純 子 伊 佐 野 直 子 

                                            (敬称略) 

 



 

 

 

参 考 資 料    

○村上市まちづくり基本条例 

 

○村上市地域まちづくり組織及び地域まちづくり交付金 

の交付に関する条例 

 

○村上市地域まちづくり組織及び地域まちづくり交付金 

の交付に関する条例施行規則 

 

         ○平林地域集落活性化支援要項 

 

○第４次平林地域まちづくり計画 

 

○平林地域まちづくり協議会規約 

 

○平林地域まちづくり協議会 役員・代議員等名簿 

            

○令和４年８月３日からの大雨による被害状況（小岩内地内） 

 

○平林地域まちづくり新聞（Vol.20）別添 

 

○神林地区まちづくり新聞（Vol.14）別添 

             



 



 

○村上市まちづくり基本条例 

平成27年 3月 20日 

条例第4号 

山、川、海、美しい自然と文化のまち村上市は、私たち市民にとってかけがえのないふるさとです。 

この素晴らしいふるさとは、先人から受け継いだ財産であり、このまちをより良いものとして次の

世代へ引き継いでいくことが私たちの使命です。 

そのために、市民一人ひとりが知恵を出し合い、積極的に参画するまちづくりを進め、協力して幾

多の課題を乗り越えていくことが必要です。 

私たちは、村上市民憲章(平成 25 年 12 月 18 日制定)に掲げる「元気あふれるまち」を市の理想像

としてまちづくりを進めるため、ここに村上市まちづくり基本条例を制定します。 

(目的) 

第 1条 この条例は、村上市のまちづくりに関する基本的な事項を定め、市民が主体的に参画し、協

働して進めるまちづくりを継続的に実施することを目的とする。 

(用語の定義) 

第 2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 市民 市内に居住している者、市内に通学している者及び市内に勤務している者をいう。 

(2) 市 市長及び市の執行機関をいう。 

(3) 参画 まちづくりの様々な場面において、事業等の立案、計画及び実施に主体的に関わり、

その活動に参加することをいう。 

(4) 協働 お互いの立場を尊重し、それぞれの役割を担いながら、協力し合うことをいう。 

(5) コミュニティ 安心な暮らしと助け合いを目的とした組織で、町内や集落組織等をいう。 

(6) 地域まちづくり組織 複数の町内や集落を含める広範囲な地域において、コミュニティの支

援を含めた地域のまちづくりを進める組織であって、村上市地域まちづくり組織及び地域まちづ

くり交付金の交付に関する条例(平成23年村上市条例第2号)に定めるものをいう。 

(7) 団体等 コミュニティ、地域まちづくり組織及び公益の増進を目的として市民により構成さ

れた団体をいう。 

(まちづくりの基本原則) 

第 3条 村上市のまちづくりは、次の各号に掲げる基本原則により進めるものとする。 

(1) 市民が自主的にまちづくりに参画できること。 

(2) まちづくりに関する課題の解決には、各主体が協働して取り組むこと。 

(3) それぞれの意見や個性を認め合うとともに、自らの発言や行動に責任を持つこと。 

(市民の役割) 

第 4条 市民は、市民の幸せと暮らしやすい地域をつくるための担い手として、自ら進んでまちづく

りに参画するよう努めるものとする。 

(コミュニティの役割) 

第 5条 コミュニティは、市民にとって身近なまちづくりの場として、市民が安心して暮らせる地域

づくりに努めるものする。 

(地域まちづくり組織の役割) 

第 6条 地域まちづくり組織は、地域の元気づくりを進めるため、市民及びコミュニティと協力して、

地域の活性化と課題の解決に努めるものとする。 

(市の役割) 

第 7条 市は、市民と協働してまちづくりを推進するため、体制の整備に努めなければならない。 

2 市は、市民のまちづくりへの参画に有効な手法を調査及び導入することにより、市民参画の推進に

努めなければならない。 



 

(まちづくり活動への支援) 

第 8条 市は、団体等の自主性を尊重するとともに、まちづくりに有効な活動に対し、必要かつ可能

な範囲内で支援を行うものとする。 

(意見の尊重) 

第 9条 市は、まちづくりを進める上で、まちづくり活動に協働して取り組む市民及び団体等の意見

を尊重するものとする。 

(情報の共有) 

第 10条 市は、市民の参画を推進するため、まちづくりに関する情報を積極的に発信し、市民及び団

体等との情報の共有や相互理解を図るものとする。 

2 市が情報を発信する場合は、法令等で定めるところにより、個人等の利益保護対策において必要な

措置を講じなければならない。 

(人材の育成) 

第 11条 市及び団体等は、市民がまちづくりに参画できる機会をつくるとともに、まちづくりの担い

手を育成することに努めるものとする。 

(交流の拡大) 

第 12条 市及び団体等は、まちづくりを効果的に進めるため、それぞれ交流の拡大に努めるものとす

る。 

(関係機関等との連携) 

第 13条 市及び団体等は、国、県、他の市町村及び関係機関等と連携し、まちづくりを進める上で共

通した課題の解決に向け、相互協力を図るものとする。 

附 則 

この条例は、平成27年 4月 1日から施行する。 



 

○村上市地域まちづくり組織及び地域まちづくり交付金の交付に関する条例 

平成 23 年 3 月 28 日 

条例第 2号 

(目的) 

第 1 条 この条例は、一定の地域内において包括的なまちづくりを行う組織の設置及び事業の実

施並びに村上市地域まちづくり交付金(以下「交付金」という。)に関する事項を定め、誇りと

活気あふれる地域づくりを展開し、元気あふれる定住の里づくりと市民協働のまちづくりを推

進することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 地域 町内や集落がまとまった一定の区域をいう。 

(2) 地域まちづくり組織 町内や集落における活動の支援を含めた包括的な地域のまちづく

りを行う組織をいう。 

(3) コミュニティビジネス 地域が有する人材、施設、資金等を活用し、起業、雇用及び生き

がいの創出を推進し、地域の活性化に寄与する事業をいう。 

(地域まちづくり組織の設置区域) 

第 3 条 地域まちづくり組織(以下「地域組織」という。)は、地域単位で設置するものとし、そ

の設置区域は、別に規則で定める。 

(地域組織の要件) 

第 4 条 地域組織は、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する団体とする。 

(1) 名称、事務所の所在地、代表者の選出方法、総会の方法、監査その他地域組織を民主的に

運営するために必要な事項が、規約に定められていること。 

(2) 地域組織の代表者及び役員が、その構成員の意思に基づいて選出されていること。 

(3) その地域に居住する人及びその地域で事業を実施する個人若しくは法人又は地域で活動

する各種団体で地域組織が認めたものを構成員としていること。 

(事業) 

第 5 条 地域組織は、地域におけるまちづくりの基本方針、地域の将来像、事業等をまとめた計

画(以下「地域まちづくり計画」という。)を策定し、この計画に基づき次に掲げる事業の中か

ら選定して、まちづくりを推進するものとする。 

(1) 地域の課題解決、地域振興及び住民交流に関すること。 

(2) 健康及び福祉の増進に関すること。 

(3) 安全及び安心に関すること。 

(4) 環境の保全及び改善に関すること。 

(5) 地域資源の有効活用に関すること。 

(6) 地域の産業振興に関すること。 

(7) コミュニティビジネス等地域経営に関すること。 

(8) 前各号に掲げるもののほか、まちづくりに関し、特に必要があると地域組織が認めること。 

(活動の制限) 

第 6 条 地域組織は、次に掲げる活動をしてはならない。 

(1) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、又は信者を教化育成する活動 

(2) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対する活動 

(3) 特定の公職(公職選挙法(昭和 25 年法律第 100 号)第 3 条に規定する公職をいう。)の候補

者(候補予定者を含む。)若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反

対する活動 

(4) 前 3 号に掲げる活動のほか、地域組織の活動として市長が不適当であると認める活動 



 

(協力及び助言) 

第 7 条 市長は、地域組織の円滑な運営を促進するため、地域組織の活動により生じた事故又は

住民間の紛争の解決等について協力し、助言することができる。 

(連携組織) 

第 8 条 各地域組織は、地域組織相互の連携を図るため、地域組織の代表者等で構成する地域組

織の連携組織を設置することができる。 

(設置等の届出) 

第 9 条 地域組織を設置したときは、規則に定めるところにより市長に届け出るものとする。そ

の届け出た事項に変更があったときも、同様とする。 

(交付金の交付) 

第 10 条 市長は、地域組織の運営支援及び地域まちづくり計画に基づき実施する地域組織の活動

支援として、交付金を交付するものとする。 

(交付金の額) 

第 11 条 交付金の額は、予算の範囲内で市長が定めた額とする。 

(交付申請) 

第 12 条 交付金の交付を受けようとする地域組織は、市長に交付金の交付の申請を行わなければ

ならない。 

(交付決定) 

第 13 条 市長は、前条の交付の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めら

れるときは、交付の決定をしなければならない。 

2 市長は、前項の規定による審査により不適当と認められる場合は、是正指導を行い、修正等を

行った結果適当と認められるときは、交付の決定を行うものとする。 

(交付請求及び交付) 

第 14 条 交付金の交付の請求は、前条の交付の決定の通知を受けた後に行うものとする。 

2 市長は、前項の請求があったときは、速やかに交付金の交付手続を行わなければならない。 

(交付金の取扱い) 

第 15 条 地域組織は、交付金の活用において、当該構成員の総意を反映し、民主的で公正な取扱

いをしなければならない。 

(実績報告) 

第 16 条 地域組織は、毎年 5月末日までに前年度の実績を市長に報告しなければならない。 

(情報公開) 

第 17 条 地域組織は、前条の規定による実績報告及び活動に関する全ての書類を事務所に備え付

けるものとし、積極的にその情報の公開に努めるものとする。 

(委任) 

第 18 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成 23 年 4月 1 日から施行する。ただし、第 10 条から第 16条までの規定は、平

成 24 年 4 月 1 日から施行する。 



 

○村上市地域まちづくり組織及び地域まちづくり交付金の交付に関する条例施行規則 

平成 23 年３月 31 日 

規則第 51号 

改正 平成 24年３月 30日規則第 15 号 

平成 26 年２月３日規則第３号 

平成 28 年２月 23 日規則第３号 

令和３年 12 月 15 日規則第 22号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、村上市地域まちづくり組織及び地域まちづくり交付金の交付に関する条例

（平成 23 年村上市条例第２号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

２ この規則において「行政区」とは、村上市区嘱託員規則（平成 22 年村上市規則第 13 号）第

２条に規定する行政区をいう。 

（地域組織の設置区域） 

第３条 条例第３条に規定する設置区域は、別表第１のとおりとする。 

（設置等の届出） 

第４条 条例第９条の規定による届出は、地域まちづくり組織設置届出書（様式第１号）により

行うものとする。 

２ 前項の届出の内容に変更が生じたときは、地域まちづくり組織変更届出書（様式第２号）を

市長に提出するものとする。 

（交付金の額） 

第５条 市長は、条例第 11 条に規定する交付金の額を、村上市議会定例会における当初予算の議

決後速やかに各地域組織に通知するものとし、各地域組織の交付金の額は別表第２に定める配

分方法により算定した額とする。 

２ 前項の規定による通知は、地域まちづくり交付金通知書（様式第３号）により行うものとす

る。 

（交付申請） 

第６条 条例第 12 条の交付金の交付の申請は、地域まちづくり交付金交付申請書（様式第４号）

により行うものとする。 

（交付決定及び通知） 

第７条 条例第 13条第１項の交付の決定は、地域まちづくり交付金交付決定通知書（様式第５号）

により通知するものとする。 

２ 条例第 13条第２項の是正指導は、口頭又は文書で行うものとする。 

（交付金の交付方法） 

第８条 交付金の交付方法は、四半期ごとに交付金を分割して交付するものとする。なお、交付

する額に 1,000 円未満の端数が生じる場合は、最初に交付する四半期分に含めて交付するもの

とする。 

２ 市長は、地域組織の事業実施上やむを得ないと認めた場合は、前項の規定にかかわらず交付

金の一部又は全部を一括して交付することができる。 

（交付申請内容の変更） 

第９条 第７条の規定により交付決定を受けた者で、天変地異等不測の事態が生じたことにより

申請内容の変更をしようとするときは、地域まちづくり交付金変更交付申請書（様式第６号）

に必要な書類を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により変更交付申請書が提出されたときは、その内容を審査し、交付を

決定したときは、地域まちづくり交付金変更交付決定通知書（様式第７号）により通知するも

のとする。 

（交付請求） 

第 10 条 条例第 14 条第１項の交付金の交付の請求は、地域まちづくり交付金交付請求書（様式

第８号）により市長に請求するものとする。 

（会計処理） 

第 11条 地域組織の会計は、単年度会計処理とし、会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３



 

月 31日に終わるものとする。 

（積立て） 

第 12条 地域組織は、将来において実施する事業の財源を計画的に確保するため、交付金を積み

立てることができる。 

（繰越処理） 

第 13条 地域組織は、各会計年度において決算上剰余金を生じたときは、これを翌年度に繰り越

すことができる。 

（実績報告） 

第 14条 条例第 16条の規定による実績報告は、地域まちづくり交付金実績報告書（様式第９号）

により行うものとする。 

（関係書類の整理等） 

第 15条 地域組織は、交付金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出

についての証拠書類を整理するとともに、これらの帳簿及び書類については、交付を受けた会

計年度終了後 10 年間保管しなければならない。 

（助成制度の活用） 

第 16条 地域組織は、市民協働のまちづくりを積極的に推進するため、交付金の活用のほか、そ

の他の各種助成制度を積極的に活用し、事業の拡大を図るものとする。 

（補則） 

第 17条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 23 年４月１日から施行する。ただし、第５条から第 13 条までの規定は、平

成 24年４月１日から施行する。 

附 則（平成 24 年３月 30 日規則第 15号） 

この規則は、平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 26 年２月３日規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 28 年２月 23 日規則第３号） 

この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年 12 月 15 日規則第 22号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第 1(第 3条関係) 

地域まちづくり組織 行政区 

村上地域まちづくり協議会 羽黒町、長井町、上町、大町、小町、庄内町、久保多町、片

町、上片町、加賀町、泉町、塩町、寺町、大工町、細工町、

安良町、小国町、鍛冶町、肴町、大欠、幸町、田端町、若葉

町、希望ケ丘住宅、中川原団地、南町一丁目、南町二丁目、

山居町一丁目、山居町二丁目、飯野西、飯野一丁目、飯野二

丁目、飯野三丁目、飯野桜ケ丘、羽黒口、二之町、三之町、

新町、堀片、杉原、石原 

岩船まちづくり協議会 岩船上大町、岩船上町、岩船横新町、岩船中新町、岩船縦新

町、岩船新田町、岩船上浜町、岩船下浜町、岩船岸見寺町、

岩船地蔵町、岩船下大町、岩船三日市、岩船北浜町、瀬波温

泉三丁目、八日市、上の山 

活気あふれる街瀬波まちづくり推

進協議会 

瀬波上町、瀬波中町、瀬波浜町、瀬波横町、瀬波新田町、松

波町、学校町、瀬波温泉一丁目、瀬波温泉二丁目、浜新田、

松山、三面、松山かみの、下渡、羽下ケ渕、大平、滝の前、

松原町一丁目、松原町二丁目、松原町三丁目、松原町四丁目、

松原町住宅、緑町一丁目、緑町二丁目、緑町三丁目、緑町四

丁目、緑町五丁目 

山辺里地区まちづくり協議会 山辺里、四日市、天神岡、西興屋、仲間町、坪根、下相川、

上相川、日下、小谷、下山田、上山田、門前、赤沢、菅沼、

鋳物師、袋、大関、大栗田、高平 

上海府地区町づくり推進委員会 岩ヶ崎、大月、野潟、間島、柏尾、吉浦、早川、馬下 

あらかわ地区まちづくり協議会 貝附、花立、荒島、春木山、上鍜冶屋、下鍜冶屋、梨木、切

田、十文字、野口、坂町住宅、坂町、坂町駅前、藤沢、山口、

羽ヶ榎、田島、佐々木、荒川松山、金屋、鳥屋、大津、中倉、

名割、中野、長政、両新、荒屋、海老江、前坪団地、堤下団

地 

神納地域まちづくり協議会 岩野沢、山田、飯岡、桃川、河内、南大平、指合、殿岡、小

出、有明 

神納東地域まちづくり協議会 里本庄、山屋、上助渕、下助渕、志田平、七湊 

平林地域まちづくり協議会 松沢、小岩内、川部、湯ノ沢、葛籠山、平林、宿田 

砂山地域まちづくり協議会 牛屋、福田、北新保、長松、赤松、塩谷 

西神納地域まちづくり協議会 南田中、牧目、九日市、松喜和、今宿、大塚、潟端、高御堂、

小口川、新飯田、岩船駅前 

舘腰地域まちづくり協議会 大場沢、古渡路、小川、十川、下新保、笹平、瑞雲、釜杭、

小揚、熊登、あけぼの 

三面地域まちづくり協議会 岩崩、茎太、千縄、新屋、中新保、堀野、石住、上中島、布

部、猿田 

たかねまちづくり協議会 高根、北大平、関口、黒田、中原、朝日中野、薦川、岩沢 

猿沢地域まちづくり協議会 寺尾、宮ノ下、下中島、鵜渡路、上野、川端、猿沢、桧原、

板屋越 

塩野町地域まちづくり協議会 塩野町、松岡、早稲田、原小須戸、本小須戸、荒沢、大須戸、

蒲萄 

山北地区まちづくり協議会 府屋学校町、府屋本町、府屋浜町、府屋駅前通、岩崎、中浜、

伊呉野、堀ノ内、温出、大谷沢、塔下、杉平、遅郷、岩石、

荒川口、朴平、小俣、大代、雷、中継、山熊田、大沢、大毎、

北中、北黒川、荒川、中津原、鵜泊、寝屋、碁石、勝木、間

瀬、下大蔵、立島、長坂・遠矢崎、板屋沢・垣之内、北赤谷、

下大鳥、北田中、上大鳥、浜新保、桑川、笹川、板貝、今川、

脇川、寒川、芦谷、越沢 



 

 

別表第 2(第 5条関係) 

交付金の内訳 交付金内訳の額 地域組織への交付金配分額 

人口割額 市長が定めた交付金の額

の 65 パーセントに相当す

る額 

人口割額を、前年度の 1月 1日現在の住民基本台

帳法(昭和42年法律第81号)の規定に基づく市の

人口で除して得た額に、当該地域組織内の人口を

乗じて得た額(その額に 1,000 円未満の端数があ

るときは、その端数は、切り捨てる。) 

行政区割額 市長が定めた交付金の額

の 28 パーセントに相当す

る額 

行政区割額を、前年度の 1月 1日現在の行政区の

数で除して得た額に、当該地域組織の行政区の数

を乗じて得た額(その額に 1,000 円未満の端数が

あるときは、その端数は、切り捨てる。) 

加算額 市長が定めた交付金の額

の7パーセントに相当する

額 

加算額を、辺地に係る公共的施設の総合整備のた

めの財政上の特別措置等に関する法律(昭和 37

年法律第 88 号)、同法施行令(昭和 37 年政令第

301 号)及び同法施行規則(昭和 37 年自治省令第

14 号)の規定に基づく辺地(人口要件は適用しな

い。)の辺地度点数(行政区ごとに算出する。)の

市の合計で除して得た額に、当該地域組織の辺地

度点数の合計を乗じて得た額(その額に 1,000 円

未満の端数があるときは、その端数は、切り捨て

る。) 

 

備考 

平成 24 年度以降の年度途中に地域組織を設置し、当該年度に交付金の交付を受ける場合の交付

金の額は、日割計算により算定するものとし、上記により算出して得た額を、交付金を交付する

年度の日数で除して得た額に、地域組織を設置した日の翌日から年度末までの日数を乗じて得た

額とする。ただし、その額に 1,000 円未満の端数があるときは、その端数は、切り捨てる。 



 

 

平林地域集落活性化支援要項 

令和４年４月27日制定 

１ 目的 

  この要項は、地域の将来像である「自然と文化、ひとがかがやく支えあいの平林」を目

指すため、豊かな自然環境を維持し、文化を育みながら安心してこの地に暮らす人々が笑

顔で互いに助け、支え合う地域づくりに資することを目的とする。 

 

２ 内容 

 (1) 助成対象 

   助成対象は、平林地域内の集落とし、申請は集落区長とする。 

(2) 助成対象事業 

    ①集落活動支援事業 

集落の活動支援を一定の条件を付して側面から支援することを目的とした事業 

     １．公益性、提案事業の成果が広く集落に還元されるものであること 

     ２．地域の課題解決、活力向上に有効か、住民要望に対応するものであること 

     ３．事業実施にあたり、多くの住民等の参加が期待できること 

     ４．発展性、継続性、新たな取り組みの視点があること 

    ②元気づくり応援事業 

     活力ある元気集落づくりに意欲的に取り組む集落及び団体に対して支援すること

を目的とした事業（手上げ方式による） 

 (3) 助成額（積算根拠）について 

事業名 助成額（積算根拠） 

集落活動支援事業 

１集落あたり固定費（３万円）に人口割（１月１日現在の集

落人口に一人当たり50円をかけた金額）を加えた額（上限） 

※既存の継続事業の他に新規に事業を取り組む場合、通常の

集落支援額に３万円を限度として加算します。（新規に立ち

上げた事業を次年度も継続する場合は、立ち上げた年度を含

め３年間の加算額を保証します。ただし、事業をやめた場合

は加算しません。） 

元気づくり応援事業 

１集落10万円（上限） 

ただし、備品購入のみであれば上限は５万円までとする。な

お、備品購入の場合は購入商品の表示価格（千円未満切り捨

て）２分の１の額とする。※集落からの手上げ方式 

(4) 助成対象となる条件 

  対象となる事業は、以下に掲げるものとする。原則、集落単位で幅広い世代が交流を

図る事業で、まちづくり計画の趣旨に合致するものとする。 

(5) 助成対象とならない事業 

①国・県、市等の公的機関から、委託料及び補助金等の助成を受けて実施する事業。 

②事業の目的が宗教的意義を持ち、特定の宗教に対する援助、助長、促進または圧迫、



 

 

干渉等（以下「援助等」という。）となる事業。ただし、当該事業が時代の推移と

ともに、すでに宗教的意義が希薄化し、社会的儀礼として世俗的なものは、特定の

宗教に対する援助等にならないこととし、この限りではないものとする。（例：盆

踊り、塞ノ神など） 

③政治上の主義を主張し、推進し、支持し、または、これに反することを目的とする

事業。 

④特定の個人または団体を対象とした事業で、誰が見ても飲食のみを目的とする会

合、懇親会などの事業。 

⑤その他、運営委員会で適当ではないと判断した事業。 

(6) 事前審査 

  集落区長より助成対象事業の申請があった場合は、運営委員会で審議するものとする。 

  なお、審議に諮り、上記(4)の条件にあう事業として認められない場合は、再度集落で

内容を修正し、提出を求めることができるものとする。 

  

３ 補助金交付手続き【流れ】 

 (1) 申請 

   ・関係集落区長へ「集落活性化支援補助金申請書（様式第１号）」を、12月15日に送付

し、翌年１月31日までの提出期限とする。 

   ・運営委員会において、事業内容について審査する。（２月～３月） 

 (2) 事業承認・交付決定 

   ・運営委員会において、「事業承認（不承認）（様式第２号）」を決定し、申請者に通知

する。（２月～３月） 

   ・翌年度総会後【議決後】、直ちに申請者に対し「補助金交付決定通知（様式第３号）」

を通知する。（４月） 

 (3) 実績報告兼補助金請求 

   ・事業終了後、「事業実績報告書兼補助金請求書（様式第４号）」を提出する。【随時】 

     [添付] ①事業実績報告書兼補助金請求書 

         ②事業実績が確認の取れる写真データ 

         ③事業に係る領収書の写し 

 (4) 補助金の交付 

   ・運営委員会に事業実績報告を行い、後日送金し交付する。【随時】 

 

附 則 

 この要項は、総会の議決の日から施行する。 

 

様式第１号 集落活性化支援補助金申請書（様式第１号）省略 

様式第２号 事業承認（不承認）（様式第２号）省略 

様式第３号 補助金交付決定通知（様式第３号）省略 

様式第４号 事業実績報告書兼補助金請求書（様式第４号）省略 



❏ 平林地域まちづくり計画 
 

１．平林地域の現状 

平林地域は、平林小学校区の松沢、小岩内、川部、湯ノ沢、葛籠山、平林、宿田の7集落から

なり、人口1,719人、世帯数572戸（令和３年１月１日住民基本台帳）の神林地区内では2番目に

人口の多い地域です。 

南に日本一の「清流荒川」を抱き、東に推定樹齢850年の巨大姥杉が生育している薬師岳があり、

古くから信仰の対象となってきました。 

また、この地域には、歴史的資源が多く、最も代表的なのは、国指定平林城跡と市の文化財に指

定されている千眼寺の保呂羽堂があります。各集落では、伝統芸能が盛んで川部の大神楽（市の無

形文化財指定）、小岩内の獅子舞、松沢獅子舞、宿田の剣舞など、何世代にもわたり、大切に継

承されてきました。 

村上市では、小学校の再編により令和２年３月末で平林小学校が閉校し、４月より旧砂山小学

校が新「平林小学校」として開校されました。 

平成29年度に行われた住民アンケート調査では、この地域に住み続けたい、愛着があると答えた

人が約6割で、これまでの活動が地域への誇りや愛着につながっていることが確認できました。しかし、

世代別・男女別による住民ニーズや地域の課題が改めて浮き彫りとなり、今後さらなる人口減少と高

齢化が見込まれる中、新たな取り組みとして関係人口の創出・拡大など時代に合った変化への対応

が求められています。 

【平林地域：男女年齢別集計表】 

 平林地域 男子 女子 合計 割合 

人口 862 857 1,719 100.00％ 

15歳未満 83 78 161 9.40％  

15歳～64歳 462 403 865 50.3％  

65歳以上 317 376 693 40.3％  

【参考】うち75歳以上 134 208 342 - 

【参考】うち85歳以上 40 94 134 - 

                                  令和３年１月１日現在：市統計資料 

 
男 女 

平林地域全体 



地域の将来像  

自然と文化、ひとがかがやく支えあいの平林 
 
 

 

 ❏ 豊かな自然環境を維持し文化を育む郷
さと

 

 
 

 

・清流荒川や国史跡平林城跡をはじめとした地域資源や自然環境の維持整備 

・平林地域の伝統や文化への理解を深め、次世代への継承を支援 

❏ 一人ひとりの良さをいかした安心で活力ある郷
さと

 

 

 
 

・地域基盤の整備と住民への参画を促す情報発信 

・地域の課題解決と住民交流を推進することと、そのための基盤づくり 

・地域産業、コミュニティビジネスの発掘、開発 

・関係人口創出・拡大 

・災害時の避難対応 

❏ 笑顔いっぱい、支えあう元気な郷
さと

 

 

 
 

・心と体の健康づくり 

・生活弱者を支える仕組みづくり 

・子どもたちとの触れ合い 

・ボランティア養成 

・敬老会の実施 

事業計画年度（実施年度：令和３年度～令和５年度） 

基本方針 事業項目 
実施年度 

備 考 
３ ４ ５ 

豊かな自然環境を維
持し文化を育む郷 

環境整備事業 
 

   

地域資源の発掘と活
用 

 
   

伝統文化を守り受け継
ぐ取り組み 

    

一人ひとりの良さをいか
した安心で活力ある郷 

交流事業の実施     

地域の課題解決のため
の基盤整備と人材育
成 

   コミュニティ支援を含む 

関係人口創出・拡大     

笑顔いっぱい、支えあう
元気な郷 

健康づくり     

ささえあいの地域づくり     

学校連携事業    
砂山地域まちづくり協議会

と協力 

 ※いずれの事業も集落、他団体と連携して取り組む。 

 ※小学校再編に伴う今後のまちづくり協議会のあり方について研究していきます。 



 

平林地域まちづくり協議会規約 

平成24年３月13日制定 

平成25年４月12日改正 

（目的） 

第１条 本会は、平林地域の豊かな自然環境や文化を未来への贈り物とし、この地に暮ら

す人々それぞれの良さを活かし、お互い知恵を出し合い、協力し合って、活気と魅力あ

ふれる地域を目指し活動することを目的とする｡ 

（名称） 

第２条 本会は、平林地域まちづくり協議会と称する。 

（事務所） 

第３条 本会の主たる事務所は、神林支所地域振興課自治振興室（村上市岩船駅前56番地）

に置く。 

（事業） 

第４条 本会は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行う｡ 

 (1) 地域の課題解決、地域振興及び住民交流に関すること。 

 (2) 健康及び福祉の増進に関すること。 

 (3) 安全及び安心に関すること。 

 (4) 環境の保全及び改善に関すること。 

 (5) 地域資源の有効活用に関すること。 

 (6) 地域の産業振興に関すること。 

 (7) コミュニティビジネス等地域経営に関すること。 

 (8) その他、まちづくりに関し、特に必要なこと。 

（構成） 

第５条 本会は、平林地域に居住する人及び平林地域で事業を行う個人若しくは法人、又

は平林地域で活動する各種団体をもって構成する。 

（役員） 

第６条 本会に次の役員を置く｡ 

 (1) 会  長    １名 

 (2) 副会長    １名 

 (3) 監  事    ２名 

２ 会長、副会長は、運営委員会において委員の互選により選出し、総会の承認を得る｡ 

３ 監事は、運営委員会において代議員の中から選出し、総会の承認を得る。 

（役員の職務） 

第７条 会長は、本会を代表し、会務を総括する｡ 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故その他やむをえない事情により職務を遂行でき

ないときは、その職務を代行する。 

３ 監事は、本会の事業及び会計の執行状況を監査し、総会に報告する｡ 

４ 必要に応じて、その他の役員を置くことができる。 

 



 

 

（役員の任期） 

第８条 役員の任期は２年とする。ただし、再任は妨げない。 

２ 補欠により選出された役員の任期は、前任者の残任期間とする｡ 

３ 役員は、任期終了後においても後任者が就任するまでの間は、その職務を行うものと

する。 

（報償費及び費用弁償） 

第９条 役員等に対し、報償費及び費用弁償を支払うものとする。 

（運営委員） 

第10条 運営委員は、平林地域の居住者で、別表により各集落から選出された14名とする。 

２ 運営委員は、運営委員会において総会に付議する事項及び本会の運営に関することを

審議する。 

３ 運営委員の任期は２年とする。ただし、再任は妨げない。 

４ 補欠により選出された運営委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 運営委員は、代議員を兼務することができない。 

 (代議員) 

第11条 代議員は、次により選出する。 

(1) 平林地域を構成する集落区長。ただし、集落区長が第10条に定める運営委員に選出

された場合は、その代理者とする。 

(2) 平林地域の居住者で、別表により集落推薦を受けた者とする。 

(3) 本会の趣旨に賛同し、その活動に参画する者で、運営委員会の承認を受けた者とす

る。 

２ 代議員は、総会において運営委員会が提案する議題を審議し、議決する。 

３ 代議員の任期は２年とする。ただし、再任は妨げない。 

４ 代議員に欠員が生じた場合の補欠の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 代議員は、運営委員を兼務することができない。 

（会議） 

第12条 本会の会議は、総会、運営委員会とする。 

（総会） 

第13条 総会は、代議員をもって構成する最高の議決機関であり、本規約に定める事項の

ほか、本会の目的を達成するために必要な事項を審議、決定する。 

２ 総会は、通常総会及び臨時総会とし、会長が招集する。 

３ 通常総会は、毎年度１回開催し、臨時総会は、会長が必要と認めたとき、又は、代議

員の３分の１以上の請求があった場合に開催するものとする。 

４ 総会の議長は、出席代議員のうちから選出する。 

５ 総会は、代議員の２分の１以上の出席により成立するものとする。 

６ 総会の議事は、出席者の過半数で議決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

 

 



 

 

７ 総会は、次に掲げる事項を審議する。 

 (1) 地域まちづくり計画の策定及び変更に関すること。 

 (2) 規約の制定及び改正に関すること。 

 (3) 会長、副会長、監事の承認に関すること。 

 (4) 事業計画、事業報告、予算及び決算に関すること。 

 (5) その他、重要事項に関すること。 

（総会の議事録） 

第14条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

 (1) 日時及び場所 

 (2) 出席者数 

 (3) 開催目的、審議事項及び議決事項 

 (4) 議事の経過の概要及びその結果 

 (5) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録は、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名押印し、

事務所に備え付けておかなければならない｡ 

（運営委員会） 

第15条 運営委員会は、会長、副会長及び運営委員をもって構成する。 

２ 運営委員会は、総会に付議する事項及び本会の運営に関することを審議、決定する。 

３ 運営委員会は、会長が招集する。 

４ 運営委員会の議長は、会長がこれにあたる。 

５ 運営委員会は、運営委員の２分の１以上の出席により成立するものとする。 

（事務局） 

第16条 本会の円滑な運営及び事業実施に資するため、事務局を置く。 

２ 事務局には事務局員を置き、地域振興課自治振興室職員を充てる。 

３ 事務局員は、本会の事務及び会計事務を処理する。 

（会計） 

第17条 本会の運営等に係る経費は、地域まちづくり交付金、その他収入をもって充てる。 

２ 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる｡ 

３ 年度開始後に予算が総会において議決されていない場合、会長は総会において予算が

議決される日までの間は、前年度の予算を基準にして収支をすることができる。 

（事業計画及び収支予算） 

第18条 本会の事業計画及び収支予算は、運営委員会の承認を得た後、総会の議決を得な

ければならない。 

（監査） 

第19条 会長は、事業年度終了後、事業報告書、収支決算書及び積立金台帳を作成して監

事に提出し、その監査を受けなければならない。 

２ 監事は、前項の書類を受領したときは、これを監査し、監査報告書を作成して会長に

報告するとともに、会長はその監査報告書を総会に提出しなければならない。 



 

 

（書類及び帳簿の備付け） 

第20条 本会の主たる事務所には、本会の事業実施に係る書類、収入及び支出に関する証

拠書類並びに帳簿等活動に関する全ての書類を備え付け、公開するものとする。 

（個人情報保護の取扱い） 

第21条 本会が、各種取組みを推進するため必要とする個人情報の取得、利用、提供及び

管理については、適正に運用するものとする。 

（その他） 

第22条 この規約に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、会長が運営委員

会に諮り、別に定める。 

    

附 則 

 この規約は、平成24年３月13日から施行する。 

 改正後の規約は、平成25年４月12日から施行する。 

 

 

 

(別表) （第10条、第11条関係）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、年齢、性別等を考慮することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集 落 定 数 

松 沢 ２名 

小岩内 ２名 

川 部 ２名 

湯ノ沢 ２名 

葛籠山 ２名 

平 林 ２名 

宿 田 ２名 



❏　平林地域まちづくり協議会　役員・代議員等名簿

任期：令和4年4月1日～令和6年3月31日（2年）

※交代された方は前任者の残任期間となります

【運営委員】 （敬称略） 【代議員】 （敬称略）

№ 集　落 氏　　名 備　考 № 集　落 氏　　名 備　考

1 湯ノ沢 小池　利也 会長 1 松　沢 佐藤　  巧 区長

2 平　林 木村　竜也 副会長 2 松　沢 田中ひとみ

3 松　沢 佐藤　昌彦 3 松　沢 田中　夏枝

4 松　沢 阿部　　一 4 小岩内 松本  一男 区長

5 小岩内 髙野　克彦 5 小岩内 松本由美子

6 小岩内 松本　定男 6 小岩内 松本三枝子

7 川　部 佐藤　慎吾 7 川　部 佐藤　栄一 区長

8 川　部 佐藤　和栄 8 川　部 佐藤　　稔

9 湯ノ沢 小池　定男 9 川　部 加藤由紀子

10 葛籠山 齋藤　　裕 10 湯ノ沢 笹田　達彦 区長

11 葛籠山 矢田　　清 11 湯ノ沢 佐藤　昌美

12 平　林 小野　浩之 12 湯ノ沢 小池　美保

13 宿　田 阿部　元幸 13 葛籠山 矢田　　隆 区長

14 宿　田 遠山　　修 14 葛籠山 矢田　和幸

15 葛籠山 齋藤  美幸

【監事（案）】 （敬称略） 16 平　林 木村　一男 区長

№ 集　落 氏　　名 備　考 17 平　林 木村美代子

1 宿　田 遠山さやか 18 平　林 石田　幸子

2 宿　田 遠山　純子 19 宿　田 遠山　一秋 区長

20 宿　田 遠山さやか

21 宿　田 遠山　純子



令和４年８月３日からの大雨による被害状況 ≪村上市小岩内地内≫



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平林地域まちづくり協議会 

村上市神林支所地域振興課内 

〒959-3492 

村上市岩船駅前56番地 

電話、告知端末：0254-66-6122 

ＦＡＸ：0254-66-6110 

https://www.facebook.com/ 

hirabayashichiiki/ 
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